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序章 

1 調査の背景 

フィリピン国のマニラ首都圏及びその近隣地域では、工業化の進展とともに、産業

廃棄物の発生量も増大してきている。フィリピン政府は 1990 年に「有毒物質及び有

害・核廃棄物に関する共和国法(RA6969: Toxic Substances, Hazardous and Nuclear Waste 

Act)」を制定、1992 年にはその施行規則に当たる「環境･天然資源省令(DAO92-29)」

を発行した。さらに、有害廃棄物の適正管理を補完するものとして、環境影響評価

(EIA)及び環境適合証明(ECC-Environmental Compliance Certificate)のシステムが既に

フィリピン国において導入されている。 

しかし、同法を執行するための行政システム及びモニタリング・監視システムが十

分に整備されていないため、適正な有害廃棄物管理システムも未だ不十分なものと

なっている。また、適正な有害廃棄物処理サービスを提供する民間企業も十分に育っ

ていない。その結果、大量の有害廃棄物、特に廃油、廃酸、廃アルカリ、重金属含有

汚泥等が未処理のまま、工場内に保管されているのが現状である。このような点から

も、有害廃棄物の適正管理のための効果的な対策の実行は、フィリピン政府の緊急課

題である。 

不十分な有害廃棄物管理は、環境に対する潜在的な脅威となるのみならず、

ISO14001 に基づく環境管理システム(Environmental Management System: EMS)を重要

視する外資系の輸出指向産業による投資を遠ざけ、フィリピンの経済発展にも重要な

影響を与える可能性がある。 

このような状況を踏まえ、フィリピン国政府は日本国政府に対し、「フィリピン国

有害産業廃棄物管理マスタープラン」及びフィージビリティ･スタディの実施を正式

に要請した。この要請に応じ、日本国政府はマスタープラン策定のための技術支援を

実施した（「フィリピン国有害産業廃棄物対策計画調査－フェーズ１」）。 

フェーズ１調査は 2001 年 6 月に終了、最終報告書がフィリピン国政府に提出され

た。さらに、フェーズ１調査において優先プロジェクトとして選定された「モデル有

害廃棄物処理事業」の実施について、想定される事業主体及び資金調達の方法が具体

的に提示されたことを受け、当事業のフィージビリティ・スタディに対する日本国政

府による技術支援が引き続き実施されることとなった（「フィリピン国有害産業廃棄

物対策調査－フェーズ２」。 

2 調査の目的 

フィリピン国有害産業廃棄物対策調査－フェーズ２」の目的は、次の 2 点から構成

される。 

１． フェーズ１調査において優先プロジェクトとして選定された「モデル有害廃棄

物処理事業」のフィージビリティ・スタディの実施。 

２． フィリピン国の有害廃棄物管理行政を強化に向けた次の活動の実施 

（１） 排出事業者登録データベースの構築・ネットワーク化及び運用拡大のた

めの技術移転セミナーの実施 
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（２） 「有毒物質及び有害・核廃棄物に関する共和国法 (RA6969: Toxic 

Substances, Hazardous and Nuclear Waste Act)」およびその施行規則である

「環境･天然資源省令(DAO92-29)」の執行を具体化するための Procedural 

Manual の作成・施行の支援 

（３） 上記の活動を通じたDENR及びEMBの有害廃棄物管理行政能力の強化及

び排出事業者や処理業者に対する規制等の行政メカニズムの周知のため

の各種セミナー、ワークショップの開催 

 

3 調査及び活動内容 

調査内容は次の通りである。 

１． 調査対象地域 

マニラ首都圏及びカラバルゾン(CALABARZON)地域 

*CALABARZON: CAvite, LAguna, BAtangas, Rizal, QueZON 

 

２．調査内容 

（１）モデル有害廃棄物処理事業のフィージビリティ･スタディ 

1. モデル事業実施の必要性の確認 

2. モデル事業実施の前提条件の確認 

3. モデル有害廃棄物処理施設の基本設計・建設計画 

4. モデル有害廃棄物処理施設の運営計画 

5. モデル有害廃棄物処理事業の事業計画 

6. モデル有害廃棄物処理事業の資金計画 

7. モデル有害廃棄物処理事業の財務・経済的フィージビリティ評価 

8. モデル有害廃棄物処理事業の実施計画 

9. モデル有害廃棄物処理事業に係る環境影響評価 

 

（２）フィリピン国の有害廃棄物管理行政強化に係る活動 

1. 排出事業者及び処理業者登録データベースの構築及びネットワーク化 

2. データベース管理システム運用のためのEMB及び地方DENR／EMB職

員に対する技術移転ワークショップ／セミナーの開催 

3. 登録システムの周知のための排出事業者及び処理業者に対するワーク

ショップ／セミナーの開催 

4. 「有毒物質及び有害・核廃棄物に関する共和国法 (RA6969: Toxic 

Substances, Hazardous and Nuclear Waste Act)」およびその施行規則であ

る「環境･天然資源省令 (DAO92-29)」の執行を具体化するための

Procedural Manualの作成支援 

5. Procedural Manualの普及のための排出事業者・処理業者及び中央／地

方のＤＥＮＲ／EMBを対象としたワークショップ／セミナーの開催 
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4 調査体制 

2001 年 9 月より 2002 年 10 月まで実施された当調査は、JICA 調査団とフィリピン

国環境天然資源省環境管理局（DENR-EMB） による共同調査として実施された。以

下にそのメンバーを示す。 

JICA調査団 

1． 大野 正人 調査団長 

2． 山本 充弘 行政能力強化担当団員 

3． 田中 忠男 処理施設計画担当団員 

4． 孔井 順二 処理施設計画／排出事業者登録強化担当団員 

5． M.カルデナス 有害廃棄物行政／法制度担当団員 

6． 猪狩 富士夫 サイト調査／コスト積算担当団員 

7． J.M.ディベラ 資金計画担当団員 

8． C.ルビエール 環境配慮担当団員 

9． 岡 かおる 有害廃棄物管理担当団員 

10． 杉本 聡 経済／財務評価担当団員 

11． 高木 美佐子 有害廃棄物処理事業計画担当団員 

12． 石橋 国人 データベース・システム構築担当団員 

13． 清田 大作 データベース･システム構築担当団員 

 

フィリピン国カウンターパート（DENR-EMB） 

1． Julian D. Amador Director, EMB 

2． Angelita T. Brabante Chief, OIC-Environmental Quality Division, EMB 

3． Erlinda A. Gonzales Chief, Hazardous Waste Management Section, EMB 

4． Jose Salvador T. Passe, Jr. Supervising Environmental Management Specialist, 
EMB 

5． Solon C. Rativo Senior Environmental Management Specialist, EMB 

6． Ninette P. Ramirez Senior Environmental Management Specialist, EMB 

7． Leah Aurea U. Texon Science Research Specialist II, EMB 

8． Elizabeth L. Carino Science Research Specialist II, EMB 

9． Resancleire P. Villanueva Science Research Specialist I, EMB 

10． Aimee S. Martinez Environmental Management Specialist I, EMB 

 

また、当調査の「ステアリング・コミッティー」が DENR／EMB によって設立さ

れ、当調査に関連する政府機関の代表者として以下のメンバーによって組織された。 

   

ステアリング･コミッティー 

1． Natural Resource Development Corporation (NRDC) 

2． Philippine Economic Zone Authority (PEZA), ESD 

3． Department of Energy (DOE), EPMD 

4． Metro Manila Development Authority (MMDA) 

5． Board of Investments (BOI), DTI 

6． National Economic Development Authority (NEDA) 
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5 報告書の構成 

本報告書は、全体で 15章から構成され、第 1章から第 9章までが「第 1編：モデ

ル有害廃棄物処理事業のフィージビリティ･スタディ調査」、第 10章から 14章まで

が「フィリピン国の有害廃棄物管理行政強化活動成果報告」によって構成されている。

最終の第 15 章では、全体のまとめとして、今後フィリピン国において適正な有害廃

棄物管理行政を進めていくうえで重要な事項について提言を行っている。 

第一編では、まずフィージビリティ・スタディの対象とした「有害廃棄物処理モデ

ル事業」（以下「モデル事業」と略す。）の基本計画を詳細に示している。第１章で

は「比」国の有害廃棄物管理に係る国家戦略上の「モデル事業」の重要性を述べると

ともに、事業の目的及び事業により期待される利益を定性的に示している。続く第２

章では、モデル事業対象地域の地理・地形・地質状況及び各種インフラ及びユーティ

リティの整備状況等の調査及びモデル事業が対象とする有害廃棄物の処理需要推計

結果を示している。 

第３章及び第４章では、モデル事業において整備される「有害廃棄物総合処理施設

（MIF）の詳細な概要を処理システム毎に掲げ、これらの施設の建設及び維持管理運

営計画の策定に基づくコスト積算を行っている。第５章では、モデル事業を有害廃棄

物の処理事業として適切に実施するために必要な事業経営上の基本方針及びその遂

行に必要な施設の建設・維持管理運営組織のあり方について、検討・提言を行ってい

る。 

第６章は、前章までで示された「モデル事業」の事業計画及び事業コストをベース

に、事業実施のための資金調達方法について検討し、提案を行っている。また、第７

章では、事業の財務・経済評価に基づく、事業化可能性（Feasibility）の検討を行い、

事業化を可能とする条件を示している。なお、第6及び第 7章では、当調査団として

円借款の活用によるプロジェクト実施を提案し、これをベースとするキャッシュフ

ロー分析を実施しているが、これはあくまでも本調査結果としての提案事項であり、

我が国政府機関と意見のすりあわせを行ったものではない。 

第８章では、事業計画に基づき、想定される事業実施のタイム・スケジュールを具

体的な項目毎に示し、第９章では事業実施に先立って必要となる環境影響評価(EIA)

の実施結果の概要及びそれに基づく、「モデル事業」実施に際して環境配慮のあり方

について提言を行っている。 

一方、第二編では、「有害廃棄物に係る行政の組織・能力強化支援事業」として実

施されたプログラムのこれまでの成果を示している。成果の主な内容は次のものであ

る。 

• 有害廃棄物排出事業者の登録データ更新(第 10 章) 

• 有害廃棄物管理データベースの構築及び運用支援（第 11章） 

• 有害廃棄物管理に係る法規制、基準、規則の見直し及び改正（第 12章） 

• 有害廃棄物監視マニュアル（第 13章） 

• 有害廃棄物管理に関わるセミナー及びワークショップ（第 14章） 

 

そして最後の 15 章の提言において、当プロジェクト終了後にさらにフィリピン国

の有害廃棄物管理システムの確立・強化に向けて必要な事項・課題について示してい

る。 
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1 有害産業廃棄物処理 

モデル事業立案の背景と目的 
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1 有害産業廃棄物処理モデル事業立案の背景と目的 

1.1 フィリピン国における有害産業廃棄物管理の現状と課題 

1.1.1 有害産業廃棄物の発生と処理 

近年の工業化の進展に伴い、産業廃棄物の発生量が増大してきているフィリピン国

では、廃酸、廃アルカリ、廃油、重金属含有汚泥等の有害廃棄物を排出する工場・事

業場を中心に、その適正な処理・処分が深刻な問題となってきている。国際協力事業

団による「フィリピン国有害産業廃棄物管理計画調査（フェーズ１）」によれば、正

式に登録されている有害廃棄物の排出事業者 719社による発生量は約 28万トン／年

に上っている。上記調査はさらに、年間平均約 10 万トンの有害廃棄物が工場・事業

場内外で貯留されているか、あるいは行き先不明となっていると推定している。既に

正式な登録を行っている排出事業者以外にも、フィリピン国内には有害産業廃棄物を

排出している未登録の事業者が相当程度存在していると推定される。同じく、上記調

査によれば、フィリピン国内には有害産業廃棄物を排出している可能性があると見ら

れる事業者約 15 万社存在し、うち約 1,400 社は大企業であると推定されている。こ

れらの調査に基づく推定からも、フィリピン国では、明確に把握されていない相当量

の有害産業廃棄物が貯留あるいは、不適正に処理・処分されていることが予測される。 

一方、既存の処理・処分施設は、数及び処理規模の点で極めて限られていることに

加え、大部分の処理業者が小規模なリサイクル業者であり、容易にリサイクル可能な

廃棄物を中心に取り扱っているのみであり、最近新規の有害廃棄物処理施設が 2件整

備されたものの、現在でもフィリピン国には有害産業廃棄物を適正に処分することの

できる埋立処分場や熱処理施設が存在しない状況にある。 

1.1.2 有害産業廃棄物管理に係る行政の現状 

フィリピン国政府は、1990 年に有害廃棄物管理に係る基本法として「有害化学物

質及び有害・核廃棄物管理法（共和国法 6969）」を制定した。その施行規則は 1992

年の天然資源環境大臣布告（DAO 92-29）に示されている。DAO 92-29の第三編はフィ

リピン国における有害廃棄物管理に係る法規制の基本的枠組みについて規定してお

り、その主な内容は次のものから構成されている。 

a) 有害廃棄物排出事業者による届出、登録、報告義務 

b) 運搬・輸送業者の認可及び有害廃棄物輸送許可の発行 

c) 処理施設の建設・運営許可の発行及び有害廃棄物処理・リサイクル業者の認可 

d) マニフェスト・システムによる有害廃棄物管理 

e) 監視・モニタリング・法の執行 

 

しかし、上記の規制手法は、様々な要因によりその適正な有害産業廃棄物管理に十

分効果的に活用されていないのが現状である。以下の表 1.1.1は、このような規制手

法の運用の現状と課題を示したものである。 
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表 1.1.1 有害廃棄物管理に係る規制手法の運用状況と課題 

規制手法 運用状況と課題 

有害廃棄物排出事業者の届出、登

録、報告義務 

- 限られている登録事業者数（現在約1,200） 

- 更新の不十分な登録データ 

- 不正確な登録データ 

- ４半期ごとの報告義務の不履行 

運搬・輸送業者の認可及び有害廃

棄物輸送許可の発行 

- 明確な運搬・輸送業の認可システムの不在 

- 有害廃棄物輸送基準（車両基準、包装基準、緊急時対策

等に関する規定）の実質的な未執行 

- 複雑かつ負担の大きい現行の輸送許可発行システム 

- 運搬・輸送業者による不適切あるいは不明瞭な有害廃棄

物の取り扱い 

処理施設の建設・運営許可の発行

及び有害廃棄物処理・リサイクル

業者の認可 

- 処理施設の建設（構造）・維持管理／運営基準の不在

- 有害廃棄物を適切に熱処理あるいは埋立処理・処分施設

の不在 

- 処理施設及び最終処分場における有害廃棄物の受入基

準の不在 

- 再資源化／処理業者を認可するシステムの不在 

マニフェスト・システムによる有

害廃棄物管理 

- 未施行 

- 有害廃棄物の行先を追跡するシステムの不在 

監視・モニタリング・法執行 - 適正な有害廃棄物管理を監視・モニタリングするには不

十分な行政サイドの組織力（人材、知識、資機材等）

- 限定的な違反者に対する罰則の適用 

 

上表に掲げた問題は、適正な有害廃棄物の処理・処分施設の整備や処理業者の育成

を妨げる一方で、有害廃棄物の不適正な処理や不法投棄を実質的に放置している現状

を生み出している。有害廃棄物管理行政の強化は、法規制面のみならず、組織力、人

的資源の面でも必要とされているところである。 

1.2 有害産業廃棄物処理モデル事業の重要性 

1.2.1 フィリピン国の有害廃棄物管理におけるモデル事業の戦略的位置付け 

フィリピン国における有害廃棄物管理の基本原則は３R１P で示されるように、発

生抑制（Reduction）がまず最優先され、次いで再利用（Reuse）、再資源化（Recycle）、

適正処理（Proper Treatment）の順とされている。 

３Rと呼ばれる「発生抑制、再利用、再資源化」の努力は、有害廃棄物の量的抑制

を図るうえで重要な行動であるが、これのみでは有害廃棄物を完全に排除し、健康や

環境への影響を除去することは現段階では困難なことも確かである。のみならず、３

Rは有害廃棄物の排出事業者や処理業者個々の自主的努力に依存する面が強く、その

普及・定着にも時間を要するものと推定される。 

したがって、可能な限り早急に有害廃棄物による健康や環境への脅威を最小化する

ためには、このような個々の自主的努力に頼るのみではなく、適正な有害廃棄物の処

理・処分システムを構築していくことこそが、フィリピン国の有害廃棄物管理政策に

おける最優先事項であると考えられる。 
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しかし、有害廃棄物の適正管理に係る法規制の未整備及び行政による管理能力の不

足のため、需要が不確かであり、かつ巨額の投資を必要とする有害廃棄物処理・処分

事業は、未だ投資事業としてリスクの大きい事業と認識されている。現在のフィリピ

ン国は、一方で適正な処理・処分施設の不足から、有害廃棄物管理に係る法規制を厳

しく適用することができず、他方では民間企業は厳しい法規制の適用が行われない現

状では有害廃棄物の処理・処分業に積極的に投資・参加することができないというジ

レンマの中にある。 

このような状況の中で、公共と民間の共同による有害廃棄物の処理・処分事業の展

開は、現在のジレンマを解決する重要な鍵となり得る。当調査で計画されている「有

害産業廃棄物処理モデル事業」は、このような公民のパートナーシップによる適正な

有害廃棄物処理システム構築の可能性を見る重要な試金石となることが推定される。 

1.2.2 事業の目的 

｢有害産業廃棄物処理モデル事業｣の主な目的は、次のような点にある。 

• 現在の排出事業者や処理業者による不適切あるいは不十分な有害廃棄物処

理によって生じる環境及び人の健康へのリスクを最小限に止める。 

• モデル事業の官民共同による実施を通じて、適切な施設整備と管理行政の執

行を有害廃棄物セクターにおいて同時に達成する。 

• モデル事業及び施設の公開を通じて、民間企業に対して有害廃棄物管理の典

型的な実施方法を普及・定着させる。 

 

1.2.3 「有害産業廃棄物モデル統合処理」（MIF）の基本コンセプト 

「有害産業廃棄物モデル統合処理施設（以下「MIF」）」は、現在フィリピン国に

おいて利用可能な技術ではリサイクル困難あるいは不可能な有害産業廃棄物の適正

処理を目的として計画されるものである。MIFは最先端の有害廃棄物処理技術を１箇

所に統合的に配置し、その適正処理を図るものであり、以下のような処理プロセス／

システムから構成される。 

• 物理化学処理プロセス（中和、酸化、還元処理） 

• 固形化処理プロセス（セメント固化） 

• 熱処理プロセス（Slagging Rotary Kiln） 

• 管理型埋立処分 

 

MIFでは、上記の処理プロセスを通じて、有害廃棄物の無害化を最大限実施する。

有害物質の曝露による人の健康あるいは環境への被害のリスクは、有害廃棄物の管理

型処分場における埋立の段階で除去あるいは最小化される。このために、処分場では、

厳しい受入れ基準が適用される予定である。 

1.2.4 モデル事業への政府による関与の重要性 

政府による関与は、モデル事業の事業主体の構成を検討する上で、極めて重要な要

素である。モデル事業では官民のパートナーシップによる施設整備を計画しており、

この計画では、官側が施設整備の責任を引き受ける一方、民側は官側との間で施設の

リース契約を結び、その運営責任を引き受けるという手法を提案している。（第 5

章参照） 
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このような事業主体の形式及び事業方式をとった場合、官が施設整備及びそれに要

するコスト負担（借入金の返済義務を含む）に係るリスクを引き受ける一方、民は施

設の運営に係るリスクを引き受けることになる。現在のフィリピン国における有害廃

棄物管理の状況下では、民間企業のみで上記の全てのリスクを負うことが困難と考え

られるため、官が施設整備の初期投資に係るリスクを民と分担することにより、有害

廃棄物処理業への民間参加の推進を図るものである。 

このような事業方式は、事業の実施に伴うリスクを官と民が等分に負担することに

よって、単独事業の場合に生じるリスクの軽減を図ることをねらいとするものであ

る。官にとっては、自身が負っている施設整備に係る初期投資のリスクを軽減するた

めに、モデル施設における適正な処理・処分を促進するための関連法規制の執行を積

極的に進める必要があり、それが結果として施設運営を担っている民側のリスク軽減

にもつながることになる。一方、民側では官との間での施設リース契約に基づいて運

営を行うことにより、事業リスクを共同で負うことになる。なぜなら、リース契約に

基づいて民側は施設運営による売上からリース料金を支払わなければならないから

である。このため、民側も積極的な施設運営による有害廃棄物処理を実施する動機付

けが働くことになる。こうして、官民共同による有害廃棄物処理事業の成功に向けた

努力が、有害廃棄物処理の潜在市場を顕在化させ、これにより新たな民間企業による

処理業への参入可能性が高まるというのがモデル事業の理想的なシナリオである。 

1.2.5 モデル事業により期待される便益・効果 

モデル事業の実施によって期待される便益には次のようなものがあると想定され

る。 

• 現在の排出事業者及び処理業者の不適切あるいは不十分な有害廃棄物監理に

よる、人の健康及び環境へのリスクを最小化する。 

• 有害廃棄物管理に係る法規制の執行を促進するとともに、フィリピン国における

総合的な有害廃棄物管理システムの構築を促進する。 

• フィリピン国における有害廃棄物処理潜在市場を顕在化させる。 

 

ここに掲げた便益に加え、モデル事業の実施は以下に示すようなプラスの効果を、

フィリピン国の有害廃棄物監理にもたらすことが期待される。 

• モデル施設整備は、政府の有害廃棄物管理行政に対する強い姿勢を示すことに

なり、これにより関連主体による適正な管理が促進される。 

• モデル施設を公開することにより、有害廃棄物の処理技術や施設維持管理・

運営に関する様々な知識・ノウハウを学ぶことが可能になる。 

• 有害廃棄物管理行政に関わる中央及び地方の行政官が実践的な知識・技術・

ノウハウを学ぶ場として活用することにより、高度かつ実践的な知識が身に

付けられる。 

• モデル事業における施設整備から施設運営に至るプロセスを実際に体験あるい

は経験することにより、廃棄物処理業経営のノウハウが蓄積される（需要想定、

処理技術選定、資金調達、施設維持管理・運営等） 

• モデル施設の整備により、有害廃棄物の集中的な管理が可能となり、マニフェス

ト・システム等を通じた有害廃棄物管理の透明化を図ることが可能となる。 

 



 

 

 

 

 

2 プロジェクトの前提条件 



フィリピン国有害廃棄物対策調査（フェーズ２） JICA 

  

 2-1

2 プロジェクトの前提条件 

2.1 事業対象地域 

事業の対象地域は、フェーズ１調査のマスタープランに基づきマニラ首都圏及び

CALABARZON地域とした。 

EMB は、フェーズ１調査で策定されたマスタープランに基づき、リマ･テクノロ

ジー・センターの将来拡張エリア内の約 10haをプロジェクトサイトとして決定した。

この決定により、EMBは土地所有者に対し、2001年 10月 17日から JICA調査団が

実施する調査の協力を要請し、同日のうちに所有者からの協力合意を文書で受け取っ

た。 

この確認をもって、JICA調査団は DENR大臣より文書で正式にプロジェクトサイ

トはリマ･テクノロジー・センター内の 10haであることが知らされた。 

 

図2.1.1 プロジェクトサイトの位置図 

また、図 2.1.2 にリマ･テクノロジー・センター内の MIF プロジェクトサイトを示

した。 

マ ニ ラ 首 都 圏
CALABARZON地域 

MIFプロジェ

クトサイト 
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2.1.1 地形測量 

JICA調査団は、2001年 10月 24日から 12月 3日の間で現地再委託により地形測量

を実施した。調査団から委託された現地業者は、リマ･テクノロジー・センターの協

力を得て、既設の基準点を使った。 

対象地域は緩やかな起伏のある地形で、部分的に藪、椰子林、バナナ畑が点在し、

比較的平坦地である。測量面積は全 15ha である。測量対象地域は、フェーズ１調査

時に提案されていたサイト東端の既存水路の付け替え案が採用されなかったことに

伴い変更された。調査団は、次の段階である詳細設計でも使えるように、地形図の縮

尺を 500分の 1とした。 

地形測量の仕様 

a. サイト: モデル処理施設のための計画地 (15 ha) 

b. 縮尺: 平面図 1／500 

c. 等高線の間隔: 0.5 m 

 

図 2.1.3: 地形測量図 
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2.1.2 地質調査 

調査団は、次の仕様で地形測量と平行してプロジェクトサイトの地質調査を実施し

た。 

地質特性を確認するために、サイト内の 5箇所でボーリング調査を行った。また、

計画道路に沿った 3箇所で舗装構成を検討するために CBR試験を実施した。 

地質調査の仕様 

a. サイト: モデル処理施設のための計画地 (15 ha) 

b. ボーリング: 5 個所 

ボーリングの深さは支持層を確認するために20mまでとした

c. 現場試験: 標準貫入試験、地下水位観測、試料採取、CBR試験 

d. 室内試験: 物理試験(比重、含水比、粒度、単位体積重量、透水試験、

一軸圧縮試験) 

 

各ボーリング孔とも、N値が 50を超える個所が確認されなかったため、20mまで

掘削した。 

2.2 サイトの自然条件 

サイトはリマ･テクノロジー・センターの将来拡張エリア内にあり、面積は約 10ha

である。リマ･テクノロジー・センターは Batangas州の Lipa市とMalvar市にまたがっ

ているが、サイトはMalvar側に位置している。 

サイトは緩やかな斜面上にあり、ラグナ湖に注ぐ San Juan川の支流である既存水路

がサイトの東側にある。 

2.2.1 対象地域への交通アクセス 

フェーズ１調査で、CALABARZONとマニラ首都圏には全国で発生する有害廃棄物

のおよそ 70％が発生していることがわかった。プロジェクトサイトは Batangas 州の

北部にあり、工場団地が集中する Cavite州と Laguna州に隣接する位置にある。また、

当該地は Santo Tomasと Batangas港を結ぶ Southern Tagalog Arterial Roadに LIMAイ

ンターチェンジ（3年以内に建設が計画されている）で直結する計画となっている。

この計画が実現すれば、CALABARZONとマニラ首都圏の全ての有害廃棄物発生事業

所と 2時間以内にアクセスすることができる。 

このような内陸輸送の利便性に加えて、Batangas港から僅か 35kmの位置にあるこ

とから、他の島々へのアクセスもまた良好である。 

 

2.2.2 インフラストラクチャー及びユーティリティ施設の整備状況 

Ａ．水供給 

プロジェクトサイトの周辺では、水供給は地下水に依存している。リマ･テクノロ

ジー・センターの開発計画によると、地表下 250m 以上の深井戸により 1ha 当たり

70m3
/日の水が供給されるとのことであるが、既に開発済みのエリアで水量、水質と

も計画どおりであることが実証されている。 
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Ｂ．電力供給 

リマ･テクノロジー・センターは、現在の立地企業に対して 34.5KV-50MW の電力

を供給している。同 Centerは、更に 230KVの電力を引き込むことを計画している。 

Ｃ．電話 

電話線は既に LIMA Land内まで引き込まれており、サイトでの接続は問題ない。 

Ｄ．下水及び工業排水処理 

リマ･テクノロジー・センターは、プロジェクトサイトの近くに独自の下水処理施

設を持っている。2001年末時点で、処理能力の半分以下が稼動している。 

MIFからの汚水はこの処理施設で処理することが出来る。 

Ｅ．既存水路への排水 

プロジェクトサイトの東側に水路がある。リマ･テクノロジー・センターは、汚水

処理施設の処理水をこの水路に排水している。この処理水は最終的にラグナ湖に流れ

込むことから、水質は LLDAにより管理されている。 

 

2.2.3 気象 

Ａ．気象 

サイトは熱帯気候で、年間をとおして暑く湿度も高い。年平均気温は、27℃である。

11 月から 5 月にかけては乾季である。雨季は 5 月から始まり平均年降水量はおよそ

1,900mmである。当該地は強力なサイクロンいわゆる“台風”が来るが、到来時には

強烈な風と豪雨を伴う。 

Ｂ．降水 

1981～2000年の降水データは、下表に示すとおりである。 

表2.2.1 降水データ 

NO. Year Rainfall NO. Year Rainfall 

1 1981 1,869.6 11 1991 1,946.3  

2 1982 1,650.9 12 1992 1,586.4  

3 1983 1,279.5 13 1993 2,122.6  

4 1984 1,798.7 14 1994 1,656.2  

5 1985 2,034.4 15 1995 1,965.8  

6 1986 2,458.0 16 1996 1,608.4  

7 1987 1,369.5 17 1997 1,269.1  

8 1988 1,971.0 18 1998 1,678.9  

9 1989 2,084.7 19 1999 2,364.1  

10 1990 2,283.5 20 2000 2,456.7  

注：Batangas Cityでのデータ 
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2.2.4 地質及び水文 

Ａ．斜面とその安定 

サイトで最も高い個所は南西部で、最も低いのは北東部であり、それぞれ海抜 278m

と 259m である。平均勾配は約 3.8％である。サイト及びその周辺では、土砂崩壊な

どの危険性は無い。 

Ｂ．地表の土質 

プロジェクトサイトは、1～2mの砂混じりの粘性土で覆われている。調査団が実施

した表土の透水試験結果によると、透水係数は 7.33E-0.6 と極めて小さいことがわ

かった。このため、表土は浸出水の漏水を防ぐためのクレイライナーの材料として考

慮できる。 

Ｃ．地表下 5m以上の土質 

地表から 5m 程では、砂層とシルト層が互層となっている。ボーリング調査の結果

から、地表面下 20mまでは N値が 50を超える層は確認されなかった。しかしながら、

ほとんどの個所で 30 を超えていることから、建物の基礎としては十分な強度がある

と考える。 

Ｄ．帯水層 

地質調査で、地表下 15～18m で地下水が確認された、しかしながら、これらの層

にある地下水は、ポンプで汲み上げると直ちに枯れることから、量的には少ないと思

われる。一方、リマ･テクノロジー・センターでは 250m 以上の深井戸から地下水を

くみ上げていることから、深いところでは十分な量の地下水があると思われる。 

Ｅ．地下水の水質及び量 

深井戸からくみ上げている地下水の水質は、飲料水として十分な水質である。リマ･

テクノロジー・センターで行った水質検査の結果で確認できる。 

量的な観点からは、リマ･テクノロジー・センターでは 1ha当たり 70m3を供給する

計画としているが、既にサイトで期待通りの水量を確保している。 

LIMA Landは、恒常的な水供給を行うために、センター内での地下水開発は独占的

に行うことになっている。 

2.3 処理需要の想定 

プロジェクトの対象地域のメトロマニラ及びカルバルソン地域にリージョン 5 を

加えた地域でレジストレーションされている発生源の 2000 年末に把握されている有

害廃棄物の発生量及び処理の実態を廃棄物の種類及び処理の方法別に整理した結果

が表 2.3.2であり、処理の状態をリサイクルとオンサイト処理、オフサイト処理に分

けてまとめたのが表 2.3.1である。 
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表2.3.1 南ルソン地域における有害廃棄物の処理の実態 

有害廃棄物分類 合計 リサイクル 現位置処理 
場外処理（場内

貯留を含む）

A シアン系メッキ廃棄物  9,620   0   9,363   258  

B アルカリ廃棄物  25,436   1,027   23,899   510  

C 酸廃棄物  46,325   1,079   5,427   39,818  

D4 無機化学廃棄物  48,099   32,843   1,843   13,412  

D5 反応性化学廃棄物  194   0   75   118  

E ペイント、樹脂、ﾗﾃｨｸｽ、染料、

接着剤、顔料等  4,063   279   1,871   1,913  

F 有機溶剤  1,896   634   161   1,100  

G 腐敗性有機廃棄物  14,280   8,117   155   6,007  

H 繊維系廃棄物  69   0   9   59  

I 廃油  12,034   7,103   594   4,337  

J コンテナ(有害物に用いた)  2,090   342   151   1,597  

K （有害廃棄物の）固定化廃棄物 512   61   61   390  

L 有機化学系廃棄物  884   74   178   631  

M5 病院ごみ  12,550   0   1,168   11,382  

M6 アスベスト廃棄物  9,954   0   0   9,954  

M7 廃薬  0   0   0   0  

M8 廃殺虫剤  0   0   0   0  

合計  188,005   51,560   44,958   91,487  

注：フェーズ1調査の結果による。 

 

南ルソン地域では、年間 188 千トンの有害廃棄物の発生があり、その内、リサイク

ル又は工場内で処理されているのは、全体の約 51％である。これらは今後も維持さ

れるものと予想される。 

残りの 91.5 千トン（49％）は、主に場外処理需要として発生しているものと想定

される。これらの正確な処理の実態は把握されていないが、多くは貯留されているも

のと予想される。 

本調査は、表 2.3.1に示されている「場外処理量」が MIFの対象とする潜在的な処

理需要と想定した。この需要想定は、既存の登録発生源をベースにしており、非常に

ネガティブなケースであり、今後、EMB の法の執行が強化されていくことを考慮す

れば、確実に需要は大きくなることが予想されるが、本計画では、このネガティブな

ケースを前提としていく。 

MIFにおいて導入される処理プロセス別にみた場合、潜在的な処理需要は以下の表

2.3.3のように分類される。 
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表2.3.3 処理プロセス別の潜在的処理需要 

ｺｰﾄﾞ 有害廃棄物分類 場外処理量(ﾄﾝ/年) 

1. 熱処理対象有害廃棄物 

E ペイント、樹脂、ﾗﾃｨｸｽ、染料、接着剤、顔料等 1,913

F 有機溶剤 1,100

G 腐敗性有機廃棄物 6,007

H 繊維系廃棄物 59

I 廃油 4,337

J 有害物質に使用した廃容器 1,597

L 有機化学物質廃棄物 631

M 医療ごみ、廃薬、廃殺虫剤 11,382

小計 27,026

2. 物理化学処理対象有害廃棄物 

A シアン系メッキ廃棄物 258

B 酸廃棄物 510

C アルカリ廃棄物 19,909

D 無機化学廃棄物 118

小計 20,795

3. 固形化／埋立処理対象有害廃棄物 

C アルカリ廃棄物 19,909

D 無機化学廃棄物 13,412

K 固定化廃棄物 390

M アスベスト廃棄物 9,954

小計 43,665

総計 91,487

注：フェーズ1調査の結果を用いた。 

 

上表に示されている年間約 27,000 トンの熱処理に関する処理需要は、実際にはよ

り増大するものと推定される。これは、現在約 2000 トンと推定されている工場内で

焼却処理されている有害廃棄物が、「大気浄化法」の施行に伴い、場外処理の対象と

なることが推定されるからである。さらに、上表で推定されている医療廃棄物につい

ても、非常に限られたデータに基づくものであるため、実際の潜在需要が過小評価さ

れている可能性が高い。このような点を踏まえ、当調査では熱処理の年間需要を

30,000トンと設定した。 

物理化学処理については、相当数の排出事業者が自身の工場内における自己処理と

して実施する可能性が高いほか、現地の処理業者も存在するため、上表の物理化学処

理対象量の 75％は自己処理が実施されると推定し、残り 25％の約半分は既存の処理

業者によって処理されるものと推定した。したがって、モデル施設の物理化学処理プ

ロセスによって処理される量は、上記の対象量の約 8分の 1に当たる 2,500トン／年

と推定している。 

上表において固形化及び埋立ての対象となっている約 43,000 トンの有害廃棄物は

ここ 4～5 年の間に工場内外で貯留されている廃棄物量を示している。この数値を

ベースとして、当調査では、固形化・埋立ての対象となる有害廃棄物を年間約 10,000

トンと推定している。モデル施設における埋立て処分場は、モデル施設での処理を経

た残渣の処分のための施設として計画されているものであるが、有害廃棄物を適正に

保管・処分する施設が、現在対象地域において極めて限られていることを考慮し、上

記の 10,000 トンの 60％に当たる 6,000 トンについては当処分場で受け入れることを
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想定している。この場合、6,000トンの約 40％については、処分に際して固形化処理

が必要と推定されるため、年間固形化処理量は約 2,500トンになると推定される。 

したがって、MIFにおける有害廃棄物処理需要は、表 2.3.4に示すようなものと推

定されている。 

表2.3.4 MIFにおける有害廃棄物処理需要 

処理システム 潜在的処理需要(ﾄﾝ/年) 

物理化学処理 2,500 

熱処理 30,000 

固形化処理／埋立て 15,000 

注）固形化処理／埋立て需要の 15,000トンには、物理化学処理及び熱

処理に伴う残渣約 9,000トン／年が含まれている。 

次表は、表 2.3.3をベースに、MIF に対する処理需要を有害廃棄物の種類別に比例

配分したものである。 

表2.3.5 有害廃棄物種類別のMIFにおける推定処理需要 

ｺｰﾄﾞ 有害廃棄物 分類 場外処理 推定処理需要

1. 熱処理 

E ペイント、樹脂、ﾗﾃｨｸｽ、染料、接着剤、顔料等 1,913 2,124

F 有機溶剤 1,100 1,221

G 腐敗性有機廃棄物 6,007 6,668

H 繊維系廃棄物 59 65

I 廃油 4,337 4,814

J 有害物質に使用した廃容器 1,597 1,773

L 有機化学物質廃棄物 631 700

M 医療ごみ、廃薬、廃殺虫剤 11,382 12,635

小計 27,026 30,000

2. 物理化学処理 

A シアン系メッキ廃棄物 258 31

B 酸廃棄物 510 61

C アルカリ廃棄物 19,909 2,393

D 無機化学廃棄物 118 14

小計 20,795 2,500

3. 固形化処理／埋立て 

C アルカリ廃棄物 19,909 2,736

D 無機化学廃棄物 13,412 1,843

K 固定化廃棄物 390 54

M アスベスト廃棄物 9,954 1,368

小計 43,665 6,000

総計 91,487 38,500
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